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研究要旨

建築物における空気環境の維持については、空気環境の定期の測定により基準値との比較を行う

ことだけではなく、空調設備の維持管理を定期に点検することが重要となっており、政省令等でそ

の対応が求められている。

本報告では、粉じんの連続測定に用いられるローコストセンサーの文献調査と PM2.5 測定を用い

た建築物における実測調査を行い、それぞれの測定器の傾向と室内粒子の実態から今後検討すべき

項目について検討した。

また、建築物室内に使用される二酸化炭素計測機器、特に換気制御用に用いられる計測機器につ

いて、制度管理のための校正の方法などについてメーカーのヒアリングも含めて調査を行った。

さらに、浮遊微生物測定について、迅速測定装置を用いて実建築物において測定を行い、その実

測結果から、現状までの特性の把握と今後の課題について示した。

A. 研究目的

A1. ローコストセンサーによる室内環境調査

建築物衛生法において、特定建築物の維持管

理として、環境衛生管理基準値が表 1 のように

定められている。温度、相対湿度、二酸化炭素

濃度、一酸化炭素濃度、気流、浮遊粉じんの 6
項目について 2 カ月以内ごとに 1 回測定し、基

準値との比較を行うことで、適切な維持管理を

行うことになっている。ホルムアルデヒドにつ

いては、新築または大規模模様替えを行った後、

最初に来る 6 月から 9 月の間に 1 回測定するこ

ととなっている。

建築物における空気環境の維持については、

空気環境の定期の測定により基準値との比較を

行うことだけではなく、空調設備の維持管理を

定期に点検することが重要となっており、政省

令等でその対応が求められている。現在特定建

築物においては、これらの項目が基準値に適合

していないものとして、二酸化炭素、温度、相

対湿度の不適率が高く、浮遊粉じん、一酸化炭

素、気流、ホルムアルデヒドの不適率は低く推

移している。

一方、これらの環境測定としては、浮遊粉じ

んについては毎年較正された機器で測定するこ

とが義務付けられており、温度・相対湿度、二

酸化炭素については、比較的簡便なセンサーが

発展しているため、これらを使用することが多

い。一酸化炭素もセンサーは存在するものの一

般に市販されているものは少なく、気流につい

ても比較的安価なものは少ない。ホルムアルデ

ヒドについては、厚生労働大臣指定の可搬型の

測定器があり、現在においても建築物衛生法の

測定として使用されている。

浮遊粉じんについては、建築物衛生法で規定

している粒径 10 µm 以下の粒子を対象とした

粉じん計の他に、大気基準で規定されている粒

径 2.5 µm 以下の PM2.5がある。PM2.5について

は、我が国の大気の環境基準値が、1 年平均値

が 15 µg/m3以下、かつ、1 日平均値が 35 µg/m3

以下であることが定められている。また、WHO
においては、AQG (Air quality guideline) level
として、年平均を 5 µg/m3、日平均を 15 µg/m3
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を提案している。この測定については、大気環

境においては標準的な測定方法があるが、その

他にも、可搬型の安価な測定機器がある。

今後室内における室内 PM2.5の監視も視野に、

空気環境測定の定期測定に関して、連続測定に

関する既往研究の調査を行うとともに、複数の

PM2.5 測定器を用いて、実建築物空間において

平衡測定を行い、それぞれの測定機器の特性に

ついて検討した。

表 1 空気環境に関する建築物環境衛生管理基準

浮遊粉じんの量 0.15 mg/m3以下 

一酸化炭素の含有率 10 ppm 以下 
（6 ppm 以下に改

正）

二酸化炭素の含有率 1000 ppm 以下 

温度 17℃以上 28℃以下 
（18℃以上に改正） 

相対湿度 40％以上 70％以下 

気流 0.5 m/秒以下 

ホルムアルデヒドの

量

0.1 mg/m3 以下（＝

0.08 ppm 以下） 

A2. CO₂センサーの不具合事例に関するヒアリ

ング調査とその分析

近年、建築物における省エネルギーおよび感

染症対策の観点から、室内空気質のモニタリン

グと換気制御および空調換気設備の適切な維持

管理の重要性が高まっている。室内空気中の

CO2濃度は、人の体臭を主な汚染質とした総合

的な換気の指標として古くから活用され、建築

物衛生法においても建築物環境衛生管理基準の

空気環境の基準としてCO2の含有率1,000 ppm
が定められており、そのモニタリング方法のデ

ジタル技術活用による調査・報告業務の省力化

は重要な課題である。

本年度は、国内主要センサーメーカーへのヒ

アリング調査を通じて、CO₂センサーの運用実

態、トラブル事例、ならびに自動校正機能の影

響に関する情報を収集・分析し、信頼性向上の

ための運用指針策定の基礎資料とすることを目

的とした。また、前年度から継続して市販され

ている空調システム用の CO2 センサーの仕様

を調査し、一覧表（表 2）を作成した。 
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 表 2 空調システム用 CO2 センサーの仕様一覧
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A3. オフィスビル執務室におけるバイオエア

ロゾル粒子のリアルタイム測定

オフィスビル内のバイオエアロゾル粒子

対策においては、その挙動をリアルタイムで

把握することが重要である。リアルタイム測

定法には、細菌細胞、芽胞、毒素、ウイルス

など、ほとんどの生物細胞の蛍光に寄与する

分子を認識する外膜レセプターや構造的特

徴の利用が含まれる。ほとんどの生体細胞の

蛍光に関与する主な分子として、アミノ酸、

核酸、いくつかの補酵素（例：還元型ニコチ

ンアミドアデニンジヌクレオチド（NADH）

およびそのリン酸塩、フラビンモノヌクレオ

チド、フラビンアデニンジヌクレオチド、B6
ビタマー）、ビタミン K およびその同族体が

挙げられる。発光極大は励起波長に強く依存

し、還元型トリプトファンと NADH は波長

300nm 以下の光で励起された場合、それぞれ

340nmと 450nm付近に発光極大を持つこと

が知られている１）、２）、３）。

蛍光エアロゾル粒子（Fluorescent Aerosol 
Particles、 FAP）は生物由来の粒子（バイオエ

アロゾル粒子）の指標として使用されることが

ある。リアルタイム FAP の測定技術として、こ

れまでに分光強度バイオエアロゾルセンサー

（Spectral Intensity Bioaerosol Sensor: SIBS）
や広帯域統合バイオエアロゾルセンサー

（ Wideband Integrated Bioaerosol Sensor: 
WIBS）が開発され、実用化されている。国内で

はバイオエアロゾルセンサー（Bioaerosol 
Sensor: BAS）が開発され、その実用性の検証

が進められている。筆者らが実施した大学研究

室での検証において、BAS は蛍光エアロゾル粒

子のみに応答することが確認された４）。本報で

は、BAS を用いた宮崎市内の 3 棟のオフィスビ

ル（計 4 室）における 2024 年 10 月および 2025
年 1 月の室内蛍光エアロゾル粒子のリアルタイ

ム測定結果について報告する。

B. 研究方法

B1. ローコストセンサーによる室内環境調査

B1.1. 空気環境の連続測定機器

室内環境の計測については、建築物衛生法の

環境管理項目だけではなく、その他の環境項目

を計測する連続測定器、センサーが多く開発さ

れている。海外の研究者においても、計測装置

をレビューしている事例が多く存在するためレ

ビュー論文以外の関係する論文の調査を昨年度

に引き続き行った。

B1.2. 建築物における PM2.5 測定 
本報告における室内環境の測定については、

表 3 に示す東京都内にある大学の建物 A、B の
製図室及び学生交流施設である。それぞれ、平

日昼間には多くの学生が利用しており、通常の

事務所に近い使い方をしている。測定時期は、

設計製図の締め切り前、期末試験前であったこ

とからも、在室者数が多い時期を選択した。

測定ポイントは、図 1 に示す▼の場所であり、

製図室は南側の壁沿い、学生交流施設は排気口

の近くであった。製図室の空調・換気設備は 4 
系統に分かれており、 対応する空間を Area1
～4 と分割されている。空調換気設備は床吹出

しであり、 各エリアに定格風量 4,200 m3/h 
のパッケージ空調機が 2 台、 定格風量 1,500 
m3/h の全熱交換器が 1 台設置されている。一

方、学生交流施設においては、北側は利用者の

会話・交流が盛んであり、 南側は個々人での利

用が目立った。空調換気設備は、空調機と換気

設備を組み合わせたものである。

表 3  実測対象建物の概要
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建物 A 

建物 B 

図 1 測定対象建物の平面と計測ポイント

PM2.5濃度の測定器については、DustTrak II
（TIS）、PS-2（柴田科学）、PMT-2500（光明理

化学）、AQGuard（PALAS）のほか、PM2.5 サ

イクロンインパクターを装着した粉じん計であ

る LD-5R（柴田科学）、3444（日本カノマック

ス）とした。測定は概ね 9 時半から 17 時ごろ

を目安に、連続測定をそれぞれの建物で 2 日間

行った。測定値は 1 分ごとに記録している。ま

た、室内粒子の粒径別の特徴も検討するため、

ポータブル粒度分布測定器（PAMS Model 3310、
日本カノマックス）、パーティクルカウンター

OPS3330（TSI）でも同様に測定を行い、広い

粒径範囲の粒子の計測を行った。

B2. 室内環境・ダクト用 CO2センサーに関する

ヒアリング調査

2024 年 12 月に、国内で CO₂センサーの製

造・販売を行っているメーカーの担当者に対し、

対面形式およびオンライン会議形式、E メール

でヒアリング調査を実施した。調査では、以下

の項目について聴取を行った。

 自動校正機能の有無およびその運用実態

 ゼロガス校正の頻度とドリフト傾向

 不具合事例の実態とその要因

 トラブル発覚時の経緯と対応策

現在販売されている対象のセンサーは、主に

非分散型赤外線吸収方式（NDIR）を採用してお

り、建物と分離された可搬式の測定機器ではな

く、建築設備として BEMS に接続され、室内環

境の監視や換気制御に利用されることを前提と

している。

B3. オフィスビル執務室におけるバイオエ

アロゾル粒子のリアルタイム測定

B3.1. 測定対象オフィス 
宮崎市内の3棟のオフィスビル（A～Cビル）

にある 4 室（A ビルの 2F・8F，B ビルの 3F， 

C ビルの 6F）を対象に、2024 年 10 月 22 日・

23 日、および 2025 年 1 月 29 日・30 日に測定を

実施した。測定対象ビルの測定対象室床面積

と空調方式を表 4、測定対象ビルの外観と測定風

景を写真 3-1~写真 3-4 に示す。 

表 4  測定対象室床面積と空調方式

写真 3-1 A ビル 

Bビル Cビル

2F 8F 3F 6F

床面積

m2 537 540 225 173

空調方式 AHU+duct AHU+duct AHU+duct AHU+duct

AHU：エアハンドリングユニット，duct：ダクト

Aビル

- 29 -



写真 3-2 B ビル 

写真 3-3 C ビル 

写真 3-4 測定風景

B3.2. 測定項目と測定方法 
各対象室において、BAS を用いた 1 分間隔の

連続測定を実施した。各室の測定時間は約 1 時

間であった。 また、BAS による測定と並行し

て、バイオエアサンプラーおよび SCD 培地を

用いた浮遊細菌の測定を 5 分間隔で実施した。

さらに、浮遊細菌の測定時に在室者数をカウン

トした。

C. 研究結果および考察

C1. ローコストセンサーによる室内環境調査

C1.1. 空気環境の連続測定機器

空気環境については、建築物衛生法において、

浮遊粉じん、一酸化炭素、二酸化炭素に関する

空気質の項目と温度、相対湿度、気流に関する

温熱環境に関する項目を定期に測定することと

なっている。近年の技術の進展より、空気質を

計測する測定機器の中で、センサー技術を利用

した測定機器により連続で計測値を記録するも

のが多く市販されるようになってきた。Low 
cost sensor として認知されるようになってき

たが、計測できる項目、測定精度については十

分に理解されていないところがある。

そこで、海外雑誌を対象に、indoor、 air、 
low、 cost、 sensor、でヒットした近年の論文

のうち、室内空気質をモニタリングする際に課

題となる項目を解決すると思われる論文につい

て調査を行った。

García ほか 5)においては、ローコストセンサ

ーのレビューを行い、ローコストセンサーの長

所、短所を整理するとともに、それぞれの測定

項目ごとの機器の特性について検討を行った。

IAQ の健康への影響に対する意識によりこの

ようなセンサーを活用することは有意義である

こと、測定精度については問題がある場合があ

るが、常時モニタリングすることにより、発生

源の特定や警告システムと組みわせることの意

義があり、今後のセンサーの開発の発展が期待

されていることが述べられている。さらには建

物だけではなく、ウェアラブルデバイスとすれ

ば個人暴露への展開も期待されることも述べら

れている。

Chojer ほか 6)は、学校においてローコストセ

ンサーによる PM2.5濃度のモニタリングを行っ

たが、どの測定機器も低濃度では良いデータを

得ることができなかった。そこで、機械学習を

用いてデータの修正を行ったところ、精度の良

い測定器と良い相関を得ることができた。この

ように、生データを使用するのではなく、デー

タの修正を加えることによって、実環境でも有

効なデータにすることが可能であることを示し

たものである。

Bousiotis ほか 7)は、PM センサーを用いて、
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室内濃度を多点において連続測定することによ

り、室内 PM 濃度の特徴を検討するとともに、

濃度の上昇が Positive Matrix Factorisation 
(PMF)手法を用いて、それらの発生源について

推定することを可能したものである。モニタリ

ングデータを活用することにより、暴露要因ま

で拡張することを述べたものである。

Pei ほか 8)は、事務所建築物において PM セ

ンサーを 6 ヶ月設置して、さらにエアハンドリ

ングユニット内に設置することで、機械換気設

備のエアフィルタの有効性について確認してい

る。さらに、 CO2センサーの組み合わせにより、

居住者の活動に伴う粒子の排出も容易に検出で

きることを確認している。よって、複数の要素

を組み合わせることにより、空間における発生

源の推定を行うことの有効性を述べているもの

である。

Chojer ほか 9)は、ローコストセンサーのデー

タ精度とロバスト性は依然として重要な課題で

あるため、独自の PM2.5、CO2、CO、O3、NO2、

温度、相対湿度を含む多汚染物質モニタリング

装置を開発した。精密な測定機器のデータと比

較検討して、フィールドにおいて使用に耐えう

るものとなることを確認している。

以上のように、PM2.5 を中心とした近年の技

術革新があるため、様々なセンサーが世に出る

ようになっている。一方でその精度には課題と

なることが多いが、その課題解決及び複数環境

要素の計測により、発生源、制御に活かす取り

組みがなされる傾向であった。

C1.2. 建築物における PM2.5 測定 
図 2 にそれぞれの測定日における在室者数を

示す。建物 A の 1 日目については、60 名前後

が、その 2 日目、建物 B においては、昼にかけ

て人数が増えている状況となった。

表 5 に、建物 A、B における 1 日目、2 日目

の平均した PM2.5濃度の結果を示す。いずれの

測定場所においても、また測定機器においても、

大気の環境基準値である1年平均値が15 µg/m3

を下回っていた。絶対値については、機器によ

ってばらつきがあり、建物 B の 1 日目は

AQGuard を除いて、総じて高い値となってい

た。

A_1 

A_2 

B_1 

B_2 
図 2 各測定日における在室者数
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表 5 各測定器の PM2.5 濃度結果[µg/m3] 

図 3 に各測定日の PM2.5 濃度の経時変化を示

す。建物 A の 1 日目、建物 B の 2 日目におい

ては、それぞれの測定器が同様の濃度の上昇、

減少を示しており、絶対値は異なるものの、経

時変化は同じ傾向を表している。一方、低濃度

の測定日においては、いずれの測定器も値の変

化が少ない状況であった。

図 4 に、各測定日の平均粒径別個数濃度分布

と粒径別質量濃度分布を示す。粒径別個数濃度

は、粒径 0.1 µm 以下の超微粒子が大部分であ

り、粒径 1 µm 以上の粒子は少ない。一方質量

濃度分布では、粒径 0.2 µm と 10 µm にピーク

があり、大気における濃度分布とよく似ており、

個数濃度分布とは傾向が異なる。よって、PM2.5

質量濃度を評価するには、粒径 2.5 µm より大

きい粒子はカットして計測することになってい

ることから、粒径 0.2 µm のピークを考慮に入

れることが重要である。

PM2.5 の測定方法については、大気環境に関

するものが参考となる 10）。これによれば、環境

大気中に浮遊する粒子状物質のうち空気動力学

的特性が粒径 2.5 µm で 50%のカット特性をも

つ分粒装置により分粒された粒子状物質につい

て、ロウボリウムエアサンプラーを用いてフィ

ルタ上に採取し、精密天秤によって質量を測定

するものである。フィルタ上に捕集された粒子

へのガス状物質の吸着や再揮発など様々な妨害

要因や不確定要素を含んでおり、厳密な測定の

困難さが指摘されている。また、秤量を行わな

い相対濃度計として、1 時間ごとの測定が可能

なβ線吸収法、光散乱法、圧電天秤法が環境基

準を評価する方法として存在する。

A_1 

A_2 

B_1 

B_2 

図 3 各測定日の PM2.5 濃度の経時変化 
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今回使用した室内でも使用可能な測定器と

しては、光散乱方式であり、測定器によっては、

粒径 2.5 µm の粒子をカットするインパクタを

備えて、2.5 µm 以下の粒子のみを計測している

もの、全ての粒子を検出しているものとがある。

また、光散乱方式は、レーザーの波長により散

乱強度を得られる粒径が限られており、0.1 µm
から 0.3 µm 以上の粒子のみを検出するのが一

般的であり、それ以下の粒子は検出できていな

い。よって機器によっては、校正係数値を設定

することで、これらの要因を補正することを行

う機器もある。これらの測定機器については、

粒径 0.2 µm のピークの粒子の粒径の大きい側

のみを計測しているに過ぎない。

図 4 の粒径別質量濃度分布から、各測定日の

粒径 2.5 µm 以上の粒子の濃度は変わらないも

のの、粒径 2.5 µm 以下の濃度分布に差が現れ

ている。主に粒子の発生源としては、喫煙など

室内の強力な発生源はないため、その他の人の

行動と外気からの侵入になる。このピークから

PM2.5 質量濃度を粒子の密度 1 g/cm3 として計

算すると、建物 A の 1 日目、2 日目、建物 B の

1 日目、2 日目は、4.0、 1.5、 0.9、 0.8 µg/m3

となり、前述の PM2.5濃度計とは傾向が異なる

ことになった。PM2.5濃度計の原理的には、各種

センサーが微小粒子を全て検出しているわけで

はないので、超微粒子濃度が高い空間において、

正確には計測できないことも考えられる。よっ

て、近年の建築物における室内粒子の現状を把

握することも重要となり、さらにはセンサーの

校正係数、校正方法を規定することも必要とな

ると考えられる。

a) 個数濃度

b) 質量濃度

図 4 各測定日における粒径別個数・質量濃度 
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C2. CO₂センサーの不具合事例に関するヒアリ

ング調査とその分析

C2.1. センサー仕様と運用状況 
対象メーカーでは、現在販売しているセンサ

ーに自動校正機能は搭載されておらず、年 1 回

のゼロガス校正を推奨している。かつては自動

校正機能付きセンサーを販売していたが、以下

の理由により現在は廃止されている。

 実環境において CO₂濃度が大気濃度まで下

がらないことが多く、自動校正が誤った補正

を行う

 使用者が校正アルゴリズムの特性を理解し

ておらず、不適切な使用例が多い

ドリフト幅は、連続運転下でおよそ±

150ppm/年程度とされるが、詳細な経年劣化デ

ータは蓄積されていない。

C2.2. 不具合事例の分類と詳細 
過去 20 年間で蓄積された不具合事例から、

典型的なパターンを以下の 3 種類に分類でき

る：

 物理的故障（基板腐食・結露など）

 表示値が実際より高くなるケース

 表示値が実際より低くなるケース（自動校正

の誤補正）

以下に代表的な事例を示す。

駐車場での基板腐食

排気ガスに含まれる腐食性成分により基板

が腐食し、センサーが 1 年程度で故障。調査の

結果、腐食対策として基板のコーティングが推

奨された。

屋外ダクトでの結露

還気ダクト内に設置されたセンサーが、外気

由来の結露により短期間で機能停止。点検時に

センサー内部の結露が確認され、断熱処理や屋

外設置回避の重要性が再認識された。

臨海部オフィスでの表示値過大

設置から1年以内で、98台中71台において、

実測値（660ppm）に対して 1,530ppm と極端

に高い表示値が記録された。環境空気中の粒子

や化学物質による受光部の汚染が原因と推定さ

れた。ゼロガス校正により修正された。

自動校正による過補正（駐車場系統）

給排気ファンが停止された環境で、1 日の最

低 CO₂濃度が 400ppm に達しないまま自動校

正が行われ、実際より約 300ppm 低い値が表示

された。

映画館での誤補正

人が不在の状態でも CO₂濃度が常時 600ppm
以上であったため、センサーが常に高濃度と誤

認し、自動補正が誤作動。実際の濃度より

200ppm 以上低く表示された。 

C2.3. 考察 
本調査から、CO₂センサーの信頼性には設置

環境と運用方法が大きく影響することが明らか

となった。特に、以下の 3 点が重要である。 

1）センサー異常の検出可能性 
高表示やセンサー故障は比較的発見しやす

いが、過補正による低表示は発見が困難であり、

換気制御が不十分なまま運用されるリスクがあ

る。

2）設置環境の把握 
排ガス、結露、粉塵、空気汚染などの要因は

NDIR センサーの性能に影響を与えやすいため、

適切な保護措置および設置位置の選定が重要で

ある。

3）自動校正機能のリスク 
自動校正機能は便利である一方、濃度変化が

少ない環境では誤補正が生じやすく、制御精度

を損なう可能性がある。特に人が常時在室して

いる空間や換気停止状態では注意が必要である。 
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C3. オフィスビル執務室におけるバイオエ

アロゾル粒子のリアルタイム測定

C3.1. 蛍光エアロゾル粒子濃度 
一例として、図 5 に 2025 年 1 月に測定を行

った C ビルの結果を示す。この図では、粒径別

（<2.0μm、2.0–5.0μm、>5.0μm）の総粒子状物

質濃度（Total Particulate Matter、 TPM）お

よび蛍光エアロゾル粒子濃度（Fluorescent 
Aerosol Particles、 FAP）の経時変化を示して

いる。結果として、粒径が大きくなるにつれて

TPM は低下する一方で、FAP の濃度は上昇す

る傾向が見られた。また、>5.0μm の TPM のほ

とんどが FAP であることが確認された。この傾

向は、筆者らが以前に報告した病院手術室内で

の測定結果とほぼ一致している 11）。

C3.2. 全粒子を占める蛍光粒子の割合 
図 6 に、測定対象の 3 ビル 4 室における 2024

年 10 月および 2025 年 1 月の測定結果から算

出した、TPM に占める FAP の割合を示す。季

節間の差の有意性を検討するため、統計ソフト

IBM SPSS Statistics Ver. 29 を用いてマン・ホ

イットニーU 検定を実施した。 
FAP/TPM の割合に関して、A ビル 8F の

>5.0μm および C ビルの 2.0–5.0μm では有意

な差は認められなかったが、その他の粒径範囲

では 1 月のほうが 10 月よりも有意に高かった

（p<0.001）。2.0–5.0μm の中央値を見ると、10
月は 20％以下（A ビル 2F：1％、A ビル 8F：
8％、B ビル：1％、C ビル：19％）であったの

に対し、1 月は 30％（A ビル 2F：17％、A ビ

ル 8F：31％、B ビル：27％、C ビル：28％）

であった。また、>5.0μm の FAP/TPM の割合

は、10 月が 81～93％であったのに対し、1 月

は 90～94％とやや増加する傾向が見られた。一

方で、 FAP/TPM 割合は季節を問わず 0.5–
1.0μm は 0.2％以下、1.0–2.0μm は 3％以下で

あった。

<2.0μm 

2.0-5.0μm 

>5.0μm

図 5 粒径別蛍光エアロゾル粒子（FAP）と

質（TPM）濃度の経時変化
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図 6 TPM に占める FAP の割合 

C3.3. 蛍光エアロゾル粒子と生菌（細菌）の関

係 

10 月と 1 月において、粒径別 FAP 濃度と細

菌濃度の相関、粒径別 FAP 濃度と在室者数の相

関、細菌濃度と在室者数の相関を分析したが、

いずれの組み合わせにおいても有意な相関は認

められなかった。

C3.4. 室内と屋外の FAP 濃度の比較

別途で行った室内と屋外の浮遊 FAP 濃度の

測定結果を図 7 に示す。図 7 に示す通り、屋外

では粒径が小さいほど FAP 濃度が高い傾向が

みられた。一方、室内では粒径が大きくなるに

つれて FAP 濃度が高くなる傾向がある。<2μm
および 2-5μm の範囲では、屋外の FAP 濃度が

室内よりも有意に高かった。一方で、>5μm の

範囲では、室内の FAP 濃度が屋外よりも有意に

高かった。

図 7 室内と屋外の FAP 濃度比較

C3.5. 考察

前述した通り、FAP は生物由来の粒子（バイ

オエアロゾル粒子）の指標として使用されるこ

とがある。FAP の主成分には、細菌、ウイルス、

花粉、カビ、皮膚片、フケ、植物由来の有機物
12）に加え、衣類の繊維、蛍光成分を含む化粧品、

蛍光増白剤を含む布用柔軟剤や洗剤残留物など、

多岐にわたる 13）。また、FAP の放出量は、在室

者数やその活動、外気の影響、室内の温湿度環

境などによって変動する。

Patra ら 14）は、大学の研究室を対象に WIBS
を用いたリアルタイム測定を行い、居住環境や
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換気条件の変化に伴う FAP の動態を調査した。

その結果、実環境において FAP が TPM に占め

る割合が最大で約 90%に達する場合があった。

本研究では、個数濃度に基づく FAP の割合の中

央値は、2.0-5.0μm で 20-30%、>5.0μm で 81-
94%であり、オフィス内においても FAP の存在

割合が高いことが示された。

著者らが過去に BAS を用いて大学研究室で

実施した調査では、FAP と細菌、FAP と在室者

数、細菌と在室者数の間に有意な相関関係が認

められた４）。また、Patra ら 14）の研究では、 

3µm以上のFAPの質量濃度および粒径分布が、

オフィス内の在室状況とともに変動することが

確認されている。しかし、本研究では FAP、細

菌、在室者数のいずれの間にも有意な相関関係

が認められなかった。この結果から、実オフィ

ス環境における FAP と細菌の関係を定量的に

解明するには限界があることが示唆された。

E. 結論

E1. 空気環境に関する課題整理

空気環境項目の連続自動測定について、低コ

ストセンサーの海外論文の調査を行った。

PM2.5 を中心とした近年の技術革新があるため、

様々なセンサーが世に出るようになっている。

一方でその精度には課題となることが多いが、

その課題解決及び複数環境要素の計測により、

発生源、制御に活かす取り組みがなされる傾向

であった。

室内環境の測定については、複数の PM2.5 濃

度計を用いた結果、濃度の絶対値は異なるもの

の、経時変化は同様の傾向になった。また、室

内粒子の粒径分布の解析により、粒径 2.5 µm 以
下の粒子の質量濃度の粒径分布が異なるため、

近年の建築物における室内粒子の現状を把握す

ることが必要と考えられた。さらにセンサーの

校正係数、校正方法を規定することも必要とな

ると考えられる。

E2. CO₂センサーを換気制御に用いる際の対策 
CO₂センサーを換気制御に用いる際には、以

下の対策が求められる。

 定期校正の実施（ゼロガス、スパンガス校正） 

 センサー表示値と独立した実測値との定期

的な比較

 異常な表示値が生じうる環境の把握と対策

（例：常時高濃度環境の回避）

 経年による性能劣化を踏まえた定期的な機

器更新の実施

これらの知見は、今後の CO₂センサー導入指

針や、建築設備における換気制御ガイドライン

の策定に資するものである。

E3. オフィスビルにおけるバイオエアロゾル

粒子の測定

本研究では、BAS を用いて宮崎市内の 3 つの

オフィスビル（計 4 室）において、2024 年 10
月および 2025年 1月に室内FAPのリアルタイ

ム測定を実施し、以下の知見を得た。

① FAP/TPM の割合について、A ビル 8F の

>5.0μmおよびCビルの 2.0-5.0μmを除い

た全ての対象室において、2.0-5.0μm およ

び>5.0μm の割合は 1 月の方が有意に高か

った（p<0.001）。
② FAP/TPM の割合は、0.5-1.0μm で 0.2%以

下、1.0-2.0μm で 3%以下、2.0-5.0μm で

20-30%、>5.0μm で 81-94%であった。

③ 本研究では、FAP、細菌、在室者数の間に

有意な相関関係は認められず、実オフィス

環境の実測によってそれらの関係を定量

的に解明するには限界があった。

注：本研究成果の一部は、第 42 回空気清浄とコ

ンタミネーションコントロール研究大会にて発

表した（参考文献 15）。 
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G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む）

１．特許取得

  なし

２．実用新案登録

 なし

３．その他

  なし
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